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常任理事・情報広報部長 中 川 俊 男

特 別 会 計
―真の国家予算を考えよう―

新年号のキーワードは、小泉総理が改革の
最終局面で大幅な見直しを指示している「特
別会計」を取り上げました。
特別会計（以下、「特会」）は、国が特別の

事業をしたり、特別の資金運用や特別の支出
を特別な収入で手当てするもので財政法第１３
条に規定されています。一般会計の歳出のう
ち、国債費や地方交付税などを除いた国が政
策的に使うことができる予算額を一般歳出
（純歳出）といいますが、２００５年度の予算ベ
ースでの一般歳出は、歳出全体の４１．９％で
３４．５兆円にすぎません。一方、２００５年度の特
会の予算規模は４１１．９兆円で、そのうちの純
歳出は２０５．２兆円で一般歳出の６倍にもなっ
ています（図）。したがって、年間約５００兆円
の国内総生産を誇る日本の政府が政策的に使
うことができる年間予算の規模は、両会計の
純歳出の合計２３９．７兆円と考えるのが妥当で
す。
一般のサラリーマンを例にとれば、会社か

ら毎月もらう給料でローンの返済や買い物な
ど生活をやり繰りするのが国の一般会計にあ
たり、これ以外の収入、たとえば自分の保有
している株の配当、副業のアパート経営の家
賃収入、講演や原稿料などで物を購入した場
合に、収入・支出が不明確にならないように
通帳や家計簿を別々にしておくことが国の特
別会計のイメージです。
毎年度の社会保障関係費は一般会計からの

２０．３兆円（２００５年度予算ベース）だけではあ
りません。特会には社会保障を管理する会計
として厚生保険特会、船員保険特会、国民年
金特会、労働保険特会が設けられています。
一般会計と特会の社会保障関係費の重複を除
いた正味の連結社会保障費は２００３年度で６０．９

兆円になっています。このうち、国民への給
付が５７．３兆円・９４％（年金３５．５兆円、医療
１２．６兆円、介護１．９兆円、生活保護・社会福
祉７．２兆円）、公務員の人件費や経費が４％、
地方自治体などへの補助金が２％となってい
ます。
去る１１月１８日、財務大臣の諮問機関である

財政制度等審議会の小委員会から３１の特会の
見直し案が報道されました。統合や民営化に
よって３１ある特会を半減させようとするもの
です。「利権と無駄遣いの温床」と揶揄されて
きた特会の真の改革を期待できるのでしょう
か。
医療制度改革の嵐が吹き荒れ、社会保障費

の急増が国を破綻させるとまで財務省や経済
財政諮問会議の民間議員は強弁しています。
しかし、特会を含めたわが国の国家予算規模
を考える時、一般会計における２０兆円、特会
との連結で６０兆円の社会保障関係費が日本経
済の身の丈を超えるものでしょうか。厚生労
働省の過大な医療費の将来推計を確信犯的に
基礎データとして用い、公的医療費抑制を企
てる政府首脳や財政当局の良心を喚起したい
ものです。
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